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この資料は、1 月 21 日開催の検討委員会の会議資料であり、今回の検討を踏まえた

修正を経て、後日公表する予定ですので、あらかじめご了承ください。 
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長野県新総合交通ビジョンの策定について 

 

 策定の背景 

長野県においては、平成９年（1997 年）に、「長野県新交通ビジョン」を策定し、

交通環境の整備に取り組んできました。この間、高速道路や長野新幹線などの高速交

通網と一体となった地域交通ネットワークの形成が進み、長野県内はもとより県外と

の時間距離の短縮と移動の円滑化が図られました。 
 

    今後、北陸新幹線が、平成 26 年度（2014 年度）には金沢まで、更にその後敦賀ま

で延伸され、また、平成 39 年（2027 年）にはリニア中央新幹線の開業が予定される

など、長野県の交通は、交流の拡大に向けての大きな転換点を迎えようとしています。 

     一方では、本格的な人口減少社会の到来により、長野県の人口は、今後 20 年間で約

30 万人減少すると見込まれ、その影響は中山間地域などで、より深刻な状況となりま

す。こうした状況下にあって、従来からの取組を続けるだけでは、地域における生活

の足を維持することは困難であり、持続的な地域交通の確保に向けて、真正面から取

り組まなければならない時期に来ています。 

 

    長野県の交通を取り巻く環境がこのように大きく変化する中にあって、前回策定し

た「長野県新交通ビジョン」の考え方を踏まえつつも、量的拡大や時間距離の短縮を

求めるだけではない、新たな視点から交通課題に取り組むため、「長野県新総合交通

ビジョン」を策定します。 

 

 性格と役割 

新総合交通ビジョンは、長野県の交通の望ましい将来像を示すとともに、その実現

に向けて、県が果たすべき役割や施策の方向性を明らかにすることにより、市町村、

交通事業者、県民等関係者が連携・協働した取組を実施するための指針となることを

目指すものです。 

 

 目標年次  

平成 39 年（2027 年）を目標年次としますが、現時点で展望できる事項等については

できるだけ取り入れることとします。 
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第１ 長野県の交通の現状と将来への視点 
 
長野県は、高速交通ネットワークの充実とともに、地域交通基盤の整備が進んだ結果として、

三大都市圏をはじめとした全国各地との移動の円滑化を実現してきました。 
今後、北陸新幹線の延伸やリニア中央新幹線の開業を契機に、更なる時間距離の短縮と交流

の拡大が見込まれる中にあって、本県の位置的な優位性を発揮することで、東日本と西日本、

太平洋と日本海をつなぐ結節点としての役割を担っていくことが求められます。 
 
   一方で、人口減少・超高齢社会を迎えるにあたって、県民や来県者の移動手段を確保する

のみならず、地球温暖化、エネルギー問題に対応するためにも、今後、公共交通の果たすべ

き役割はますます重要になります。 

    しかしながら、公共交通から自家用車への利用転換に加え、高校生以下の若年人口の減少

や運転免許を保有する高齢者の増加等により、公共交通の利用者数は減少を続けており、県

内の多くの地域では、交通事業者の採算性による公共交通の維持が困難な状況にあります。     

また、自治体の財政状況が逼迫する中にあって、地域の交通を確保するための公的負担は増

加を続けています。 

このままでは、公共交通を必要とする高齢者等が増加するにもかかわらず、必要とされる

公共交通が存在しなくなることが強く懸念されるなど、地域の交通は危機的な状況にあると

言えます。 

 

 このように交通を取り巻く環境が大きく変化する中にあって、長野県の「交通の現状」を

整理し、「将来への視点」として、県として考える解決すべき課題や必要な対応について提

示します。 
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１ 交通ネットワークの構築 

現 状 

○交通ネットワークの状況 

・長野県は、中央自動車道、長野自動車

道、上信越自動車道などの高規格幹線

道路や、長野新幹線、中央本線などの

鉄道により、三大都市圏をはじめとし

た主要都市と結ばれています。また、

県内においては鉄道、バス路線などに

よる地域公共交通ネットワークや、国

道 18 号、国道 19 号、国道 20 号を中

心とした県内主要都市を結ぶ道路網

が形成されています。 

・長野県内の高規格幹線道路は、中央自

動車道、長野自動車道が４車線供用さ

れているほか、上信越自動車道信濃町

ＩＣ以北の４車線化が進められてい

ます。また、中部横断自動車道、中部

縦貫自動車道、三遠南信自動車道の一

部が供用開始され、なお整備が進めら

れています。高規格幹線道路が存在し

ない木曽地域、大北地域においても、

地域高規格道路として伊那木曽連絡道路権兵衛峠道路、姥神峠道路の供用や、松本糸

魚川連絡道路の調査が行われています。 

○北陸新幹線の延伸及びリニア中央新幹線の開業 

・平成 26 年度（2014 年度）には北陸新幹線が金沢まで、更にその後敦賀まで延伸され、

また、平成 39 年（2027 年）にはリニア中央新幹線の開業が予定されており、県外と

の大幅な時間距離の短縮が見込まれます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■長野県内の道路網の状況

■ リニア中央新幹線開業後の所要時間 

※（延伸後）：国土交通省試算 

■北陸新幹線延伸後の所要時間 

※（開業後）：県企画部交通政策課試算（現行は高速バス利用の場合）

飯山―東京 
（現行） 
  
飯山―東京 
（延伸後） 
 

長野―金沢 
（現行） 
 
長野―金沢 
（延伸後） 
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    ○信州まつもと空港 

・信州まつもと空港は、現在、定期航空便として福岡便と札幌便が就航しており、平成

23 年度（2011 年度）の定期便の利用者数は約７万人となっています。また、東アジ

ア諸国等との間で国際チャーター便※が就航しています。 

・平成６年度(1994 年度）に滑走路を 2,000m に延長しジェット化開港していますが、空

港の標高が高く空気密度が薄いため、就航できる航空機が限られる状況にあります。

また、山岳地形にあることから、進入区域が限定されており、計器着陸装置（ILS）※

が設置されない等の運航上の制約があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来への視点 

○大都市圏等と県内を結ぶ道路ネットワークの整備 

・大都市圏や隣接県と県内を結ぶ高規格幹線道路や幹線となる国県道により、県内外の

人の交流や物流を支え、長野県の多様で活力ある産業振興を図るため、道路ネットワ

ークの強化・整備を進める必要があります。 
○北陸新幹線、リニア中央新幹線の整備効果の波及 

・観光をはじめとする交流人口の拡大など、北陸新幹線、リニア中央新幹線等の整備に

よる時間距離の短縮効果を地域振興につなげるため、各地域から新幹線駅へのアクセ

スを充実させる必要があります。 
○信州まつもと空港を活用した交流の拡大 

・利便性の向上や観光、ビジネス利用の需要を創出する観点から国内路線を拡充する必

要があります。 
・グローバル化が進展する中にあって、空港立地上の制約はあるものの、長野県におい

ても成長過程にあるアジア諸国等との交流をさらに拡大するため、空路による海外へ

のアクセスの充実を図る必要があります。 
○地域間交通ネットワークの機能向上 
・経済活動や観光客の需要に対応した円滑な移動を実現するため、高速交通ネットワー

クと地域交通との体系的な接続や、鉄道、バス、自動車等の相互の結節など地域間交

通ネットワークの機能向上を図る必要があります。 
 

■信州まつもと空港の年間利用者数及び年間利用率の推移 

資料：県企画部交通政策課 

チャーター便※／主に定期便が運航していない路線に、利用

者のニーズに合わせて運航される不定期便のこと。 
計器着陸装置（ILS）※／着陸進入する航空機に対して、視

界が悪い時でも電波を使って安全に滑走路上まで誘導する

システム 
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２ 公共交通の維持・確保 

現 状 

○人口減少等による公共交通への影響 

・長野県の人口は、平成 22 年（2010
年）の 215 万 2 千人が、平成 42 年

（2030 年）には 184 万 8 千人と、

20 年間で約 30 万人減少すると見込

まれています。これに併せ高齢化が

進行し、平成 42 年（2030 年）には

３人に１人が 65 歳以上の高齢者に

なるものと見込まれています。 
・高齢者が増加する中にあっては、高

齢者が生きがいを持って暮らせるよ

う社会参加の機会を確保することが

求められています。 
・高齢単身世帯は、平成 22 年（2010
年）の６万９千世帯（全世帯数の

8.7％）が、平成 42 年（2030 年）に

は 10 万６千世帯（全世帯数の

13.5％）と、高齢単身世帯又は高齢

者のみの世帯の急激な増加が予想さ

れています。 
・県内では高齢者を中心に 14 万人が最寄

りの店から遠いが自動車を持たない

「買い物弱者」に該当するとされてい

ます。 
・人口減少が進むことなどにより、鉄

道や路線バスなど公共交通の維持は

ますます困難となることが予想され

ます。 
・自動車を運転できないいわゆる交通

弱者の移動手段の確保や、自家用車

を持たない高齢世帯等の日常生活の

維持が困難となることが懸念されま

す。 
 

 

 

 

資料：国勢調査、県企画部企画課（平成 27 年以降推計値）。総

人口には年齢不詳を含むため、年齢３区分別人口の合計と

一致しない。 

■長野県内の公共交通機関利用者数等の推移

■長野県の人口の見通し 

■長野県の世帯数の見通し 

※鉄道、バス、タクシーの利用者数の合計 

資料：ながの県勢要覧（県企画部情報統計課）、運輸要覧（北

陸信越運輸局長野運輸支局）、県企画部交通政策課 
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○公共交通機関の状況 

     ・長野県の平成 21 年度（2009 年度）旅

客地域流動調査※の交通機関分担率

は、自家用自動車が 92.0％、鉄道が

4.8％、バスが 2.3％となっており、平

成 12 年度（2000 年度）と比較すると

自家用自動車が 2.9ポイント上昇した

のに対し、鉄道が 1.2 ポイント、バス

が 0.6 ポイント下降しており、自家用

自動車への依存が高まる中で、公共交

通を取り巻く環境は厳しい状況にあ

ります。 

・長野県の公共交通（鉄道、乗合バス及

びタクシー）の利用者数は、平成 23
年度（2011 年度）は１億 215 万人で、

平成 13年度（2001年度）の 1億 2,728
万人と比較して 2,513 万人（20％）

減少しています。公共交通の利用者が

減少する中で、交通事業者の経営環境

は厳しい状況にあり、路線の撤退や減

便が一層進むことも想定され、公

共交通の維持が困難になることが

懸念されます。 
【鉄道】 

・長野県内の鉄道路線は、長野新幹線

のほか、ＪＲ在来線７線、並行在来

線・民営鉄道４線が運行されていま

すが、鉄道利用者数は減少傾向にあ

り、平成 23 年度（2011 年度）の年

間乗車人員は 6,718 万人で、平成 13

年度（2001 年度）の 7,747 万人と比

較して 1,029 万人（13％）減少してお

り、最近では、平成 14 年（2002 年）

に長野電鉄木島線が、平成 24 年（2012 年）には同屋代線の運行が廃止されています。 

・長野県内の民営鉄道事業（４事業者）の営業収入は、平成 23 年度（2011 年度）は約 55

億２千万円で、平成 13 年度（2001 年度）の約 60 億９千万円と比較して、約５億７千

万円（約９％）の減少となっています。また、鉄道設備は老朽化が進んでおり、維持・

更新に係る費用が増大していることから、民営鉄道事業者においては、厳しい経営状況

にあります。 

■長野県内の鉄道網の状況 

■長野県内の鉄道利用者数の推移 

※長野新幹線、ＪＲ在来線７線、並行在来線・民営鉄道

４線の利用者数の合計

旅客地域流動調査※／国土交通省が、鉄道、自動車、航空等

の各輸送機関別に国内地域間の輸送状況を明らかにし、需

要予測や施設整備計画立案等の基礎資料とすることを目的

に実施している調査。 
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・北陸新幹線の延伸により、平成 26 年度（2014 年度）に信越本線の長野駅から妙高高

原駅間が並行在来線としてＪＲ東日本からしなの鉄道へ経営移管されますが、県及び

沿線市町の支援により、この路線を維持します。 

【バス】 

・長野県内の乗合バスの利用者数は、

平成 23 年度（2011 年度）は 2,020 万

人で、平成 13 年度（2001 年度）の

2,781 万人と比較して 761 万人（27％）

減少しています。 

・長野県内と県外を結ぶ高速バス※は、

県内各都市と東京や名古屋、大阪、新

潟等の間で運行されています。また、

長野県内おいては、長野市と各地域

（松本、飯田、佐久、大町、白馬等）

を結ぶ高速バスが運行されており、長野－飯田間、長野－大町間では鉄道利用時より

も所用時間が短い状況となっています。 

・長野県内の乗合バス事業については、少子化に伴う人口減少や自家用車の増加などに

より、利用者が減少し、それに伴い運賃収入も減少しています。このため、乗合バス

事業については採算性を確保することが極めて困難な厳しい経営環境に置かれており、

事業者の経営努力のみでは路線を維持することができない状況にあります。 
【タクシー】 

・長野県内のタクシーの車両台数は、平 

成 23 年度（2011 年度）は 3,140 台で、

平成 13 年度（2001 年度）の 3,470 台と

比較して 330 台（10％）の減少に留ま

っていますが、タクシー利用者数は、

平成 23 年度（2011 年度）は 1,476 万人

で、平成 13 年度（2001 年度）の 2,200

万人と比較して 724 万人（33％）と大

幅に減少しています。 

・長野県内のタクシー事業の営業収入は、    
平成 23 年度（2011 年度）は約 163 億 4 千万円（310 事業者）で、平成 13 年度（2001
年度）の約 227 億 9 千万円（249 事業者）と比較して、事業者数は増加しているものの、

利用者数の減少により営業収入は大幅な減少となっており、公共交通としてのタクシー

事業の維持が困難な状況に至っています。また、デマンド型交通※や乗合タクシー※の

普及なども、タクシー事業に大きな影響を与えています。 
 

 
 

■長野県内のタクシー利用者数等の推移

■長野県内の乗合バス利用者数の推移

デマンド型交通※／電話による予約に基づき、利用

者の要求（デマンド）に応じてバス・タクシーを運

行するサービス 
乗合タクシー※／バス車両ではなく、ワンボックス等の車

両を使用して運行するサービス 

高速バス※ ／都市間を結び停車する停留所を限定して運

行される乗合バス 
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・県内タクシー運転者の平成 23 年度（2011 年度）の労働時間（全国ハイヤー・タクシー

連合会調）は、県内全産業者の平均と比較して一月で 17 時間も多いものの、平成 23
年度（2011 年度）の年間賃金推計額は約 240 万円と、全産業労働者の平均推計額約 480 
万円と比較して約 240 万円の格差が生じており、タクシー運転者が置かれている環境

は非常に厳しいものとなっています。 
○公共交通の確保維持に係る財政負担 

・人口減少などにより公共交通の利用者が減少する中で、地方においては交通事業者

の経営努力だけでは公共交通の確保は困難な状況となっています。このような中に

あって、更新期をむかえた鉄道施設やバス車両などの増加が見込まれており、安全・

安心のための投資が必要となっています。 
・交通事業者が運行している路線の廃止や縮小が相次ぐ中で、県内７７市町村のうち

７５市町村において、市町村からの委託・補助等によって、コミュニティバス※、乗

合タクシー、デマンド型交通といった生活交通が運行されています。 

・生活交通の運行に対する県内市町村の費用負担は、平成 23 年度（2011 年度）は約 24
億円で、平成 18 年度(2006 年度)と比較すると、約５億円の増加となっており、市町

村の財政運営を圧迫する要因となっており、生活交通の継続的な運行にあたって大き

な課題となっています。 
 

 

将来への視点 

○持続可能な地域交通の構築 

・既存の民間バス事業者やタクシー事業者の経営資源（車両・運転手）を有効に活用す

るとともに、多様な主体が連携した運行のあり方や適切な役割分担など、住民、交通

事業者、行政のそれぞれにとって過大な負担とならない仕組みを実現する必要があり

ます。 
・コミュニティバス、デマンド型交通、タクシーなどについて、効果的、効率的な活用

のあり方、輸送サービスの水準と適切な負担のあり方を検討する必要があります。 
・将来にわたり公共交通を維持するため、利便性の向上や利用者のニーズに応じた交通

サービスの提供などにより利用者を確保していく必要があります。 

○中山間地域等における生活交通の確保 

・高齢化が進んでいる中山間地域や過疎地域においては、生活交通の廃止が更なる人口

減少を招き、コミュニティの維持にも影響を及ぼしており、地域社会を存続させるた

めには生活の足を確保する必要があります。 
・従来型の乗合による公共交通が成り立たない過疎地域等においては、極めて小規模な

交通需要に対応した移動手段を確保する必要があります。 
・地域における移動手段の確保にあたっては、元気な高齢者の活用を検討する必要があ

ります。 

 

コミュニティバス※／地域の交通空白地域において地

方公共団体が主体となって、小型バスや定額運賃で運

行するバス 
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３ 安全・安心な交通の確保 

現 状 

○自然災害等による交通への影響 
・長野県においては、急峻な地形に囲まれて人々の暮らしが営まれており、これまでも

自然災害などによって交通機能が分断されることにより、集落の孤立化、避難や物資

の輸送の停滞、観光客の減少など日常生活や経済活動に大きな影響を及ぼしていま

す。 
・一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が増加する中にあっては、集落の孤立化など

が発生した場合、医療や介護などをはじめ、日常生活に大きな支障が生じることが懸

念されます。 

○道路の整備水準 
・長野県の国道、県道の実延長は 5,577.6km（平成 23 年４月現在）で、都道府県別の全

国順位は５位となっています。 

・道路改良率は 68.2％で全国順位は 35 位となっています。また、市町村道の改良率も

全国順位は 39 位であり、ともに下位に位置しています。 

○各医療圏における交通 
・高齢社会においては、安心して医療を受けることができる環境整備が求められていま

す。長野県の医療圏は、二次医療圏※が 10 広域、三次医療圏※は東信、北信、中信、

南信の４広域となっています。それぞれの圏域内で、救急医療などが効果的に成立す

るよう、基幹医療機関等への時間距離の短縮が求められています。 
 

 

将来への視点 

○自然災害に対する交通面における安全性の確保 
・自然災害に対する安全性、冬期における安心な交通などを確保するため、代替性の高

い交通ネットワークの形成や災害等に強い交通施設の整備を進める必要があります。 

○安全・安心な生活を支える交通の確立 
・安全で快適な道路環境の整備や新設から維持管理までの経費の縮減を図るため、道路

の長寿命化対策等を進める必要があります。 
・通院や緊急時の患者輸送などが円滑に行える道路などの交通ネットワークを整備する

必要があります。 
・高齢者等が自動車に頼らずに移動できる生活の足の確保とともに、誰もが安全に安心

して移動するため、公共交通におけるバリアフリー化※やユニバーサルデザイン化※

を進める必要があります。 

 
 
 

 

二次医療圏※／高度・特殊な医療を除いた入院医療や包括

的な保健医療サービスが行われる区域 
 

三次医療圏※／専門性の高い、高度・特殊な保健医療サー

ビスが行われる区域 
 

公共交通におけるバリアフリー化※／鉄道駅にエレベー

ターを設置するなど、高齢者や障害者等が公共交通機関

を利用しやすいようにすること。 

公共交通におけるユニバーサルデザイン化※／乗降口の

段差を１段としたバスを導入するなど、障害の有無、年

齢、性別、人種等にかかわらず、多様な人々が公共交通

機関を利用しやすいようにすること。 
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４ 環境に配慮した交通の確保 
現 状 

○運輸部門における温室効果ガス※排出量 

・化石燃料への過度の依存は、将来にわたっての永続的なエネルギー供給への不安や地

球温暖化への懸念を生じさせています。 
・長野県の平成 21 年度（2009 年度）の温室効果ガス排出量は 1,664 万トンで、運輸部

門が 24.9％と、大きな割合を占めており、全国平均（19.0％）を大きく上回っていま

す。 

○自動車保有台数 
・人口千人あたりの自動車保有台数は約 850 台となっており、全国平均の約 600 台を大

きく上回り、全国トップクラスとなっています。 
・運輸部門における温室効果ガス排出量の約 95％が自動車となっており、このうちの大

半が自家用自動車によるものとなっています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来への視点 

○環境負荷の少ない交通の実現 
・運輸部門における温室効果ガスの排出量を削減し、環境的に持続可能な交通の実現に

あたっては、環境に配慮した車両の導入や道路環境の整備などの自動車交通対策、自

動車から徒歩や公共交通への転換など環境負荷の小さい交通体系の構築を図る必要

があります。 

○モーダルシフトへの取組 

・貨物輸送において、貨物自動車から環境負荷が少ない輸送機関である鉄道貨物輸送へ

の転換（モーダルシフト）を図る必要があります。 

 

 

 

温室効果ガス※／二酸化炭素等、熱が地球の外に出て行

くのを防ぎ、地球を温室に入れたような状態にする気

体の総称。 
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 1,664 万ﾄﾝ 

■長野県の温室効果ガスの排出割合 

資料：2009 年度温室効果ガス排出量（県環境部） 

■人口千人当たりの自動車保有台数 

資料：長野県保有自動車実勢表[平成 23 年 3 月末] 

（一般財団法人長野県自動車標板協会） 
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５ 観光客の円滑な移動 
現 状 

○観光地利用者数 
・長野県の平成 23 年（2011 年）の観光地利用者数は、8,435 万人で、平成 10 年（1998

年）の長野オリンピック以降は減少傾向にありますが、東京・名古屋・大阪の三大都

市圏に近く、豊かな自然環境や温泉、スキー場などの観光資源が豊富にあることから、

観光旅行先として高い人気があり、平成 23 年（2011 年）の宿泊旅行者数は、1,938 万

人で、全国第 5 位となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

・観光旅行者の居住地は、関東エリア、東海エリアで約６割を占め、両エリアからの旅

行者の比重が高くなっています。 

・観光地までの交通手段は、自家用車が過半数を占め、自家用車とバスの利用者は全体

の約９割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■長野県の観光地の延利用者数及び観光消費額の推移 

資料：平成 23 年観光地利用者統計調査（県観光部） 

■長野県内への観光旅行者の居住地ブロック 

資料：平成 23 年度観光地点パラメータ調査（県観光部）

■長野県内の観光地までの交通手段 

資料：平成 23 年度観光地点パラメータ調査（県観光部）
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○外国人観光客数 
・国のビジット・ジャパン・キャンペーン※の展開などにより、長野県を訪れる外国人

は平成 15 年（2003 年）頃から急増しています。外国人宿泊者数は平成 23 年（2011
年）が約 20 万人で、平成 15 年（2003 年）と比較すると約 14 万人の増加となってい

ます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来への視点 

○観光地へのスムーズなアクセスの確保 
・観光面での優位性を活かした地域振興が求められており、長野県へのアクセス機能の

強化や長野県内における移動の利便性の確保など、観光振興を支援する交通面での取

組を進める必要があります。 

○外国人観光客を受入れる環境の整備 
・増加する海外からの観光客への対応や一層の誘客を図るため、海外とのアクセス機能

の強化や外国人観光客を受け入れるにあたっての交通環境の整備が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 23 年外国人宿泊者数調査（県観光部） 

■長野県内での外国人宿泊者数の推移 

ビジット・ジャパン・キャンペーン※／外国人旅行者の訪

日を飛躍的に拡大させることを目的に、国と地方公共団

体、民間が共同で取り組んでいるキャンペーンの総称 
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６ 物流の発展と産業を支える交通 
現 状 

○県内外における貨物流動 
・平成 22 年度（2010 年度）における県内の貨物流動は、4,913 万 5 千トンで、輸送手段

としては、自動車輸送の分担率がほぼ 100％となっています。一方、県外との貨物流

動は 3,582 万 7 千トンとなっており、自動車輸送の分担率が全体の 94.1％を占め、鉄

道輸送は 5.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○県内企業の動向 
・長野県企業の海外進出の状況は、平成 23 年末で製造事業所では 584 事業所が進出し

ています。約４分の３を超える事業所がアジア諸国となっており、成長過程にあるア

ジア諸国とは、今後も人や物の動きは活発化することが予想されます。 
一方で、海外移転等による産業の空洞化やそれに伴う雇用等への影響が懸念されてい

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■長野県における物の動き 

資料：平成 22 年度貨物地域流動調査（国土交通省） 

新　　潟

3,298
 群　　馬

3,264

茨城栃木

2,974

東　北

2,990

238

北海道

 １都３県

9,087

山　梨

692

静　岡

1,254

愛　知

3,805

関　西

5,136

中国四国九州

岐　阜

1,575

708

沖　縄
0

 北　陸

807

長野県
  49,135

　凡　例　（単位：千ﾄﾝ／年）

　　　　　　　5,000以上
　　　　　　　1,000～5,000
　　　　　　　1,000未満
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製造
584

55.5%

販売
385

36.6%

駐在員
84

8.0%

アジア
504

北米
44

欧州
22

その他
14

アジア
232

北米
71

欧州
57

その他
25 アジア

67

北米
8

欧州
9

1,053
事業所

アジア
803

76.3%

北米
123

11.7%

欧州

88
8.4%

その他

39

3.7%

その他欧州　24
2.3%

フランス 9
0.9％イギリス　17

1.6%
その他

39
3.7%

ドイツ　38
3.6%

カナダ 4
0.4% アメリカ

119
11.3%その他ｱｼﾞｱ　22

2.1%

ﾍﾞﾄﾅﾑ　27
2.6%

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 29
2.8%

韓国
 34
3.2%

ﾏﾚｰｼｱ
34

3.2%

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
44

4.2%

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
44

4.2%

台湾
58

5.5%

タイ
88

8.4%

香港
92

8.7%

中国
331

31.4%

1,053
事業所

中国＋香港
423

40 .2%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来への視点 

○物流を支える交通ネットワークの確保 
・長野県の物流の基本となる自動車貨物輸送について、時間距離の短縮などの効果を拡

大するため、大都市圏や隣接県と県内を結ぶ高規格幹線道路や地域高規格道路の整備

が必要です。 
・鉄道貨物輸送は、大量、遠距離の貨物を運ぶのに適した手段であり、石油類の首都圏

や中京圏から本県への輸送、加工食品等の本県から北海道や九州などへの輸送の手段

として利用されています。緊急時を含めて、今後も全国と結ぶ鉄道貨物輸送ネットワ

ークを維持することが必要です。 

○活発な企業活動を支える交通ネットワークの充実 
・産業面でも海外との交流が活発化する中で、信州まつもと空港を拠点とし、ビジネス

需要等に対応できるよう海外とのネットワークを充実する必要があります。 
・企業が県内を拠点として活発な事業展開ができるよう県内外を結ぶ交通ネットワーク 

の整備が必要です。 
 

■長野県内企業の海外進出状況 

（進出形態・地域別） （地域・国別）

資料：平成 23 年長野県関係製造業企業の海外進出状況調査（県商工労働部） 
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第２ 長野県が目指す交通の将来像 

 

  リニア中央新幹線をはじめとした高速交通網の整備は、長野県に新たな未来をもたらすも

のであり、高速交通網の整備効果を最大限に活かし、交流の拡大を実現しなければなりませ

ん。 

一方で、少子高齢化が進展する中にあって、日々の生活に必要な移動手段を将来にわたり

存続させることこそが、長野県が目指す交通の基本になるものと考えます。 

そうした認識の下、長野県がこれから目指そうとする、県民の日常生活を支える交通の確

保を全ての将来像の礎とした上で、県内各地を快適につなぎ、全国各地や海外へと広がる交

通の将来像を提示します。 

人口減少の本格化、地球温暖化やエネルギー問題への対応、更には、国と地方を通じた財

政の逼迫など、交通を取り巻く環境は、今後も厳しさを増すものと予想されます。そうした

中にあって、ここに提示する将来像を実現させるためには、県や関係者による、これまで以

上の取組が求められることはもとより、県民にも、交通に対する意識の変革が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

 

 

 

将来像１ 

    長寿社会の確かな暮らしを 地域交通の確保 

       ～ 安全・安心で持続可能な交通サービスを実現します ～ 

 

  

長野県が誇る全国トップレベルの健康長寿は、県民が長年にわたり築き上げてきた財産

と言えます。高齢化と人口減少が本格化する中にあって、安全・安心に移動できる持続可

能な交通サービスの実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

                                     全国・海外へ 

広広  がが  るる 

                     

県内各地を 

                                                        つつ    なな    ぐぐ 

                                   

 県民の生活を 

                                                        支支        ええ        るる 
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本県においては、移動における自動車への依存度が高く、将来においても、人や物の移動

は自動車の利用が中心となります。安全に移動できる道路の整備を進め、安心して暮らせる

地域が広がることで、自動車を利用すれば、ほとんどの県民が、地域の中心的な医療機関

へ概ね３０分以内に到達できる交通環境を目指します。 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

一方で、人口減少と高齢化が更に進み、本県においても、一人暮らしの高齢者や高齢者の

みの世帯が増加し、これまでは、主に同居の家族などによって支えられて来た高齢者や障害

のある者等の移動を確保することが困難となります。自家用車を利用できない県民にとって

は、鉄道やバスなど公共交通の必要性が高まるものの、人口の減少等により事業者の経営努

力だけでは、公共交通の維持が困難となることから、県民、企業、交通事業者、行政等が連

携し、日常生活に必要な公共交通を地域全体で支えて行くこととなります。こうして確保さ

れる公共交通により、増加する高齢者の社会参加が後押しされる一方で、元気な高齢者が地 
域の交通を支える取組も広がって行きます。 

中心的な医療機関へ概ね 30 分以内に到達できる交通環境 

             

 

            

                  

 
 
  
     

【 現状（平成 24 年） 】 【 将  来 】 

※現在の見通しでは、目標達成が困難な地域についても、今後、道路の整備等を進めることにより、目標達成に努めます。 

また、緊急時においては、ドクターヘリ等を活用した緊急搬送の確保を図ります。 
  
資料：県企画部交通政策課 

30 分を超える地域の人口
約 70,000 人 

（県全体の約 3.2％） 

自動車を利用し、自

宅から最寄りの救急

告示医療機関まで 30

分以内に到達できる

地域 

救急告示医療機関

（救急隊が搬送する傷病

者を受け入れる医療機関

で知事が認定、告示した

もの） 

※高規格幹線道路等（中部横断自動車道・三遠南信自動

車道・伊那木曽連絡道路・松本糸魚川連絡道路・中部縦

貫自動車道・上信自動車道）完成後 

30 分を超える地域の人口 
約 55,000 人 

（県全体の約 2.5％） 

＜人口増減を加味しない現状人口による比較＞ 
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また、高齢者や障害のある者をはじめとした多くの県民が移動しやすいよう、道路や鉄道、

バス等交通機関のユニバーサルデザイン化が進むとともに、電気自動車の導入等、環境負荷

の少ない交通システムへの転換が進みます。 

  

 県内主要都市の中心市街地にあっては、生活に必要な機能を集積したまちづくりとあわせ、

歩行者、自転車、公共交通が優先されるまちづくりが進みます。更には、パークアンドライ

ド※等の普及により、郊外と中心市街地との公共交通を利用した円滑な移動が確保されるとと

もに、郊外では、交通拠点となる鉄道駅等を活用した地域づくりの取組やコミュニティ活動

も活発になります。 

 中山間地などの地域にあっては、地域の中心部への医療機関や商店など一定の生活利便施

設の集積とともに、各集落から地域の中心部等への移動手段の確保が図られます。更には、

それらの地域と総合病院、高等学校、大型の商業施設等がある県内主要都市との間を結ぶ鉄

道やバス路線の確保により、自家用車を利用できなくても、大きな不便を感じずに、通院、

通学、買い物などの日常生活をおくることができる地域交通の確保を目指します。 

そのためには、交通事業者による効率的な交通サービスの提供、行政による支援等と併せ、

地域の需要実態にふさわしい交通システムの選択、交通サービスの水準に応じた適切な利用

者負担も必要となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
パークアンドライド※／自宅から自家用車で最寄りの駅

またはバス停まで行き、公共交通機関に乗り換えて目的

地に向かう移動方法 
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夫婦二人暮らし
これまで夫の運転で生活には
不自由しなかった 
夫が運転できなくなったら、買
い物や通院はどうしたら良い
の・・・

Ａさんの心配事 

パークアンドライド駐車場 

病院等へのアクセス道路

 
ユニバーサルデザイン化 

された駅 

 ・エレベーターの設置 

 ・多機能トイレの設置 

 
地域づくりの拠点となる駅 

将来の暮らしを支える地域交通 

ユニバーサルデザインタクシー 
 
低床化したバス 

中山間地域の交通 
 
（地域の実態にふさわしい交通サービス）
 

・デマンドバスの運行 

・乗合タクシーの運行 等 

中山間地域の交通 
 
（地域の実態にふさわしい交通サービス）
 

・地域共助による有償運送 

・タクシー利用（補助券） 等 

郊外の交通 
 
（市街地とを円滑に結ぶ交通サービス） 
 

・乗合バスの運行 

・コミュニティバスの運行 等 

市街地の交通 
 
（賑わいを支える快適な交通システム） 

 
・歩行者優先の交通（ゾーン３０等） 

・交通のユニバーサルデザイン化 

・公共交通のＩＣカード化 等 

パークアンドライド駐車場 
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  将来像２ 

    交流の結節点“信州”を快適に 移動環境の形成 

        ～ 県内各地を円滑に移動できる交通ネットワークを実現します ～ 

 

  

本県は、山脈や高原等により居住する地域が隔てられているため、従来から、地域間の円

滑な移動の確保と交流の拡大を目指して来ました。今後とも、本県の多様な地域資源を活か

した機能分担と連携による県づくりを進めるため、県内各地を結ぶ交通ネットワーク機能の

更なる強化を目指します。 

 

  中央自動車道、長野自動車道、上信越自動車道の整備等により形成された高速道路網をよ

り効果的に活用するため、アクセス道路の整備や新たにスマートインターチェンジ※などの設

置が進められます。更には、中部横断自動車道、三遠南信自動車道等の高規格幹線道路や、

地域高規格道路松本糸魚川連絡道路、国道１５３号や木曽川右岸道路などの整備が進み、県

内を移動する際の基軸となる南北方向の交通が一層強化されます。また、中部縦貫自動車道

や松本地域と上田・佐久地域など、生活圏相互を連絡する道路の整備により、東西方向の交

通軸が強化されます。これらの道路網を基盤として、県内を運行する高速バス路線も充実し、

自動車輸送による物流も円滑化します。 

 また、県内を運行する鉄道は、将来においても基幹的な移動手段であることから、中央本

線、篠ノ井線をはじめとした各鉄道の利便性、快適性が向上することで、県内各地域の特性

を活かした地域間交流も活発になります。 

  これらにより、多くの県民が、高速道路等の高速交通網に概ね３０分以内にアクセスす

ることが可能となり、概ね１時間以内には新幹線を利用できる交通環境を目指します。 

 更には、主要な鉄道駅と観光地や鉄道の空白地帯とを結ぶバス路線が確保されるとともに、

観光地等への定額料金のタクシー、観光地を周遊する観光バス等が運行されることにより、

県民や県内を訪れた観光客が、自由に、快適に県内を移動できる交通環境が確保されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 スマートインターチェンジ※／高速道路の本線やサービ

スエリア など に設置されている ETC 専用のインターチ

ェンジ  
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【 将 来 】３１市町村 ７４市町村 

新幹線駅へ概ね 1 時間以内にアクセスできる地域

   市役所、町村役場を

起点として、公共

交通機関又は自動

車により、概ね 1

時間以内に最寄り

の新幹線駅に到達

できる市町村 

【 現状（平成 24 年） 】 【 将 来 】６４市町村 ７５市町村 

高速交通網へ概ね 30 分以内にアクセスできる地域 

 市役所、町村役場を

起点として、公共

交通機関又は自動

車により、高速交

通網（新幹線駅、

地域高規格道路を

含む 高速道路Ｉ

Ｃ、信州まつもと

空港）に概ね 30 分

以内に到達できる

市町村 

【 現状（平成 24 年） 】 

※現在の見通しでは、目標達成が困難な地域についても、今後、道路の整備等を進めることにより、目標達成に努めます。 
 
資料：県企画部交通政策課 

※現在の見通しでは、目標達成が困難な地域についても、今後、道路の整備等を進めることにより、目標達成に努めます。 
 
資料：県企画部交通政策課 

※北陸新幹線（長野～敦賀間）延伸後、リニア中央新幹線（東

京～名古屋間）開業後、高規格幹線道路等（中部横断自動車道・

三遠南信自動車道・松本糸魚川連絡道路・中部縦貫自動車道・

上信自動車道）完成後 

※北陸新幹線（長野～敦賀間）延伸後、リニア中央新幹線（東

京～名古屋間）開業後、高規格幹線道路等（中部横断自動車道・

三遠南信自動車道・松本糸魚川連絡道路・中部縦貫自動車道・

上信自動車道）完成後 
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   将来像３ 

     東日本と西日本、太平洋と日本海を結び 

        海外へと 「本州中央部広域交流圏（仮称）」の構築 

       ～ 高速交通網を最大限に活かした交流の拡大を実現します ～ 

 

 本州の中央部、日本海側と太平洋側との中間に位置する本県は、古くから多くの人や物が

交流する交通の要衝として発展して来ました。人口減少社会が到来する中にあって、高速交

通ネットワークの整備効果を活用することで、移住の促進や交流人口の拡大を目指します。 

 
  北陸新幹線が金沢さらには敦賀まで延伸し、陸上交通では世界最速となるリニア中央新幹

線が開業することにより、二つの新幹線による東日本と西日本とを結ぶ周回型ネットワ

ークが形成されます。 
県内を二つの新幹線が行き来し、新幹線駅の拠点化に併せ、新幹線駅へのアクセス機能を

強化することで、中央本線など在来線と相まって、県内と県外との交流が飛躍的に拡大しま

す。県民や観光客等が移動する際には、県内の新幹線駅ばかりか近隣県の駅も利用すること

となり、移動経路や移動手段の選択肢が大きく広がるとともに、県境を越えての通勤、二地

域居住※といった新たな居住形態も現れます。 

  また、中部横断自動車道、三遠南信自動車道、松本糸魚川連絡道路等規格の高い道路の整

備が進み、本県を要として、道路による太平洋と日本海とを結ぶ多重的ネットワークが

形成されます。このことで、災害時においても太平洋側と日本海側との輸送機能が確保され

ることとなり、県内と太平洋側や日本海側との移動も飛躍的に活性化します。 

 

  東西を結ぶ二つの新幹線、南北を結ぶ道路網等を基軸とした大規模な交流ネットワークを

最大限に活用し、本州中央部に位置する本県の優位性を発揮することで、本県を中心（起点・

終点）として、県境を越えた大きな流動を創出し、東日本と西日本、太平洋と日本海とを

結ぶ大規模な「本州中央部広域交流圏（仮称）」の構築を目指します。 

 

  この交流圏の構想に向け、空の玄関口である信州まつもと空港についても、路線拡充等に

よる機能強化を図ります。また、空港へのアクセスを向上させる道路の整備、中央本線や篠

ノ井線の利便性向上等により、空港がある中信地域と北陸新幹線が通る東信・北信地域、リ

ニア中央新幹線が開業する南信地域とを機能的に結びつけます。これらにより、信州まつも

と空港を核とした交流のネットワークが拡充され、北海道や九州などの国内遠隔地や東

アジア等との移動を活発にします。更に、就航先からの国際航空便を利用することで、海外

との経済・観光面での交流拡大と県民生活の国際化が一層進むこととなります。 
 
 
 
 

 二地域居住※／都市に暮らす人が、農山村等の同一地域に

中長期的かつ定期的に滞在する居住形態 
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「本州中央部広域交流圏（仮称）」 
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交通ネットワークの充実 
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第３ 将来像の実現に向けて 

  

長野県が目指す交通の将来像の実現に向けて、県が取り組むべき「施策の方向」につい

て提示します。 

この「施策の方向」については、県の総合５か年計画の下で順次、具体化するものです

が、今後においては、計画期間（平成 25 年度から平成 29 年度）が終了する時点を目途に

検証・確認することとし、情勢等に大きな変化が生じた場合には、必要な見直しを行いま

す。 

 

将来像１ 

    長寿社会の確かな暮らしを 地域交通の確保 

        ～ 安全・安心で持続可能な交通サービスを実現します ～ 

 

施策の方向１ 地域を支える快適で持続可能な交通サービスの実現 

長野県においては、地域ごとに生活形態や交通事情が大きく異なっています。こ

のため、まちづくりと連携した利便性の高い交通や、居住実態を踏まえた効率的な

交通など、地域の実情に即した交通サービスの確保を図ります。 
また、従来型の乗合による公共交通が成り立たなくなっている過疎地域等におい

ては、小規模な交通需要に対応するため、より細やかで、将来にわたり継続するこ

とができる交通サービスの仕組みの構築を図ります。 
 
■ 市街地の賑わいを支える快適で便利な交通サービス 

○新規・拡充 

・ 公共交通を基軸とした集約的なまちづくりを展開するにあたっては、市

町村等とともに、既存の公共交通の活用のあり方や、ＢＲＴ（バスラピ

ッドトランジット）※やＬＲＴ（ライトレールトランジット）※等の新た

な交通システムについて研究し、市街地の実態に即した公共交通システ

ムの構築を促進します。 

・ ゾーン３０※の設定を推進するなど、市街地への自動車流入を抑制する

とともに、市街地における歩行者空間の確保を図ります。 
・ パークアンドライドやバス専用レーン※の活用など、公共交通の利用に

よる郊外から市街地への円滑な移動を確保するための取組を促進し、公

共交通の利用拡大を図ります。 

・  企業が運行するバス車両の複合的な利用など、既存の交通資源を活 

 

 
ＢＲＴ（バスラピッドトランジット）※ ／バスレーンの

導入など走行環境の改善により、定時性や速達性を確保

したバスをベースとした次世代の交通システム 
 

 

ＬＲＴ（ライトレールランジット）※ ／低床式車両の活用

などによる乗降の容易性、快適性などの面で優れた特徴を

有する次世代の路面電車 
 

 
ゾーン３０※ ／生活道路が集積している区域を「ゾー

ン」として設定し、ゾーン内の車の最高速度を 30km/h
に規制すること。 
 

バス専用レーン※／バスの定時運行を確保するため、区間や

時間帯を限定して、バス専用とする通行帯 
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用した移動手段の確保を働きかけます。 
○継続 

・ 乗り継ぎダイヤの改善、共通ＩＣカード※の導入、乗り継ぎ切符や共通

フリー切符の導入を交通事業者に働きかけるなど、交通機関相互の乗り

継ぎしやすい環境づくりを促進します。 
 

■ 中山間地域等の生活を支える継続可能な交通サービス 

○新規・拡充 

・ 地域の実情に即した交通手段の選択・組合せ、住民、行政、交通事業者

の役割分担の明確化、サービス水準に応じた適切な住民負担の導入など、

地域の合意に基づく、効率的で持続可能な生活交通の構築を、市町村等

と協働して推進します。 

・ 居住密度が低い過疎地域等においては、デマンド交通への転換、タクシ

ー輸送の活用、ＮＰＯ等による有償運送など、小規模な需要にふさわし

い移動手段の確保を、市町村等と協働して推進します。 
・ 高齢者の社会参加や地域貢献の観点等をも踏まえ、地域の元気な高齢者

が地域における移動の担い手となるなど、高齢者を中心とした地域共助

による交通の確保を、市町村等と協働して推進します。 

・ 交通サービスの提供方法、交通システムの再構築等に関する知識修得の

機会を設けるなど、地域交通の確保に向けた人材の育成を図ります。 
・ 高齢者等の自家用車による移動が困難な者に対するタクシー利用助成制

度の活用、タクシー相乗りの取組、乗り降りしやすいように配慮された

タクシー（ユニバーサルデザインタクシー）車両の導入等を促進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○過大な交通システム 
○利用者の減少 
○財政負担の増加 
○高齢世帯の増加 

課 題 
地域での検討

・交通手段 
・サービス水準 
・費用負担 等 

 
○効率的な運行形態への転換 
○効率的な交通システムへの転換 
○特定利用者への補助制度への転換 
○地域共助の輸送システムへの転換 

交通システムの再構築 

■ 交通システム再構築モデル事業の実施 

■ 交通システム再構築セミナー等の実施 

■ 交通システム再構築ガイドラインの策定 

県の取組 

持続可能な交通サービスへの転換 

ＩＣカード※／乗車時・降車時に読取機に情報を読み

取らせるだけで運賃の支払いが可能なカード 
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○継続 

・ スクールバスや福祉バス、企業が保有するバスなどについて、複合的な

活用を促進します。 
 

施策の方向２ 広域生活圏を支える交通ネットワークの構築 

    長野県においては、通勤・通学、買い物や通院などの日常生活は、都市とその周

辺の地域が一体となった 10 の広域圏を基本として営まれています。このため、広域

圏の中心となる都市とその周辺地域との移動に必要な道路の整備、鉄道、幹線バス

路線の確保など、広域生活圏としての機能を支える交通ネットワークの構築を図り

ます。 

 

■ 都市と周辺地域を結ぶ広域・幹線路線の確保 

○新規・拡充 

・ 広域・幹線バス路線確保に関する方針の下、地域交通ネットワークにお

いて重要な役割を担う、広域圏の中心都市と周辺地域を結ぶ広域・幹線

バス路線の運行を支援します。 
・ 長寿社会に相応しい質の高い交通サービスを提供するため、広域・幹線

バス路線への低床バス（ノンステップバス※またはワンステップバス※）

車両の導入を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・高齢者 

・障がい者（車いす利用者）

・妊婦、ベビーカー利用者

などの利便性が向上

・高齢者の外出機会の増加

・障がい者の活動範囲の拡大

・子育て環境の向上    

事業者の低床バス

への更新を支援 

【低床バスの効果】

乗り降りしやすい低床バスの普及

低床バス導入率 

 １００％※ 

（平成 32 年度末） 

低床バス導入率 
 ２７．８％ 

（平成 23 年度末） 

※急勾配などにより低床バスの 
走行が困難な路線を走行する 
車両などを除く。 

ノンステップバス※ ／乗降口のステップ（段差）を無く

し、より乗降性を高めたバス 
ワンステップバス※ ／乗降口のステップ（段差）を 1 段

だけとし、乗降性を高めたバス 
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・ 市町村境を越えて運行するバス路線等について、運行経路やダイヤの調

整を図るとともに、複数の市町村が連携した交通システムの構築を促進

します。 
・ 地域鉄道を維持・確保するため、安全設備の整備や老朽化した施設・車

両の計画的な更新への支援を拡充します。 
・ 高齢者の社会参加、地域づくりや地域コミュニティ等の拠点としての鉄

道駅の利活用を促進するなど、交通施設の拠点性を活かした地域の活性

化を図ります。 
○継続 

・ 鉄道や広域・幹線バス路線と、それらに接続するフィーダー（枝線）バ

ス路線、コミュニティバス等との機能的な役割分担、組合せにより、効

率的で利便性の高い地域交通ネットワークの構築を促進します。 
 

■ 地域の医療機関へ円滑に移動できる交通の確保 

○継続 

・ 救急医療機関や高度な医療サービスを受けることができる広域内の拠点

病院に迅速かつ確実に移動できるよう、高規格幹線道路の整備を促進しま

す。 

・ 地域の中心的な医療機関への移動時間の短縮につながる道路の整備を進

めるとともに、渋滞時においても確実に医療機関に到達できる道路の整

備を推進します。 

・ 緊急度が高く、医療機関への搬送が長距離に及ぶ患者の搬送にあたり、

道路輸送を補完するため、ドクターヘリ※の離着陸場所（ランデブーポイ

ント）の選定を促進するなど、ドクターヘリを活用した緊急搬送の確保

を図ります。 

 

施策の方向３ 環境と調和した安全・安心な交通体系の構築 

長野県においては、温室効果ガス排出量のうち自動車輸送が占める割合が非常に

高くなっています。このため、公共交通とマイカーの賢い使い分け、自転車（電動

アシスト自転車を含む）の積極的な利活用、環境に配慮した低公害・低燃費車や次

世代自動車の普及を図ります。 
また、交通における安全を確保することを基本に、長寿社会における円滑な移動

を実現するため、移動経路、交通結節点等におけるユニバーサルデザイン化を図り

ます。 
 
■ 環境と調和した交通システムの構築 

○新規・拡充 

・ 子供や高齢者等が、公共交通の利用方法や自動車利用が環境に及ぼす影 
 

 
ドクターヘリ※ ／救急医療用の医療機器等を装備し、

救急医療の専門医及び看護師が同乗し救急現場等に向

かうヘリコプター 
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響についての理解を深めるため、市町村等とともに、地域や学校等にお

けるモビリティ・マネジメント※を推進します。 
・ ノーマイカー通勤の普及、カーフリーデー※の設定など、市町村等とと

もに、節度ある自家用車の利用と公共交通の利用拡大に向けた取組を推

進します。 
・ 鉄道駅やバスターミナルなど公共交通の拠点となる施設における自然エ

ネルギーの導入等、交通事業者による省エネルギー、温室効果ガスの排

出抑制を促進します。 
○継続 

・ 市町村や交通事業者等と幅広く連携し、交通分野における地球温暖化防

止に向けた県民運動を推進します。 

・ 環境と調和した移動手段である自転車（電動アシスト自転車を含む）に

ついて、まちづくりや健康増進等の観点をも踏まえ、積極的な利活用を

促進するとともに、安全に利活用できる環境整備に取り組みます。 
・ 山岳観光地における自然環境の保全と交通渋滞を防止するため、マイカ

ー規制、環境負荷の少ない交通システムの導入を促進します。 

・ 公共交通機関への電気自動車、ハイブリッド車等の導入、エコドライブ

（環境に配慮した運転）の推進等を働きかけます。 

 

■ 人にやさしい安全・安心な交通サービスの確保 

○新規・拡充 

・ 低床バス車両の導入を支援するなど、路線バスのユニバーサルデザイン

化を図ります。 
・ 鉄道駅などの障害者対応型エレベーター、多機能トイレの設置を支援す

るなど、交通結節点におけるユニバーサルデザイン化を図ります。 

○継続 

・ 信号灯器のＬＥＤ化、道路標識の高輝度化・自発光化など、高齢者等に

もわかりやすい交通標示の普及と高齢者の事故防止を推進します。 
・ 高齢者の自動車運転によるリスク軽減に向け、運転免許証の自主返納制

度を効果的に機能させる取組等を促進します。 
 

施策の方向４ 地域の生活を支える道路の整備 

長野県では、将来においても道路が最も基本的な交通基盤であり、日常生活にお

ける移動の利便性・快適性を向上させるため、渋滞対策や中核となる施設等への円

滑なアクセス機能の強化に取り組みます。 
また、安全・安心な生活を支えるため、自然災害に備えた道路網の確保や、歩道

の設置、冬期の除雪などにより、道路の安全の確保を図ります。 
 
 カーフリーデー※ ／街の中心部において 1 日マ

イカーを使わない地区を創り出し、車のない都市

空間を体験すること。 

モビリティ・マネジメント※ ／「過度に自動車に

頼る状態」から、「公共交通や徒歩などを含めた

多様な交通手段を適度に（＝賢く）利用する状態」

へと自発的に変えていく取組 
 



- 30 - 
 

■ 安全・安心な道路環境の整備 

○新規・拡充 

・ 通学路における歩道や横断歩道の整備、交差点への信号機の設置をはじ

めとした道路の安全対策を推進します。 

○継続 

・ 道路、交差点の整備による渋滞解消や、歩行者、自転車利用者の安全な

環境整備や市街地の景観に配慮した無電柱化などの整備を推進します。 

・ 冬期間における道路の除雪や消雪設備の整備を行うなど、安全で円滑な

道路交通の確保を図ります。 

 

■ 災害・緊急時等における輸送の確保 

○新規・拡充 

・ 災害に備えて、道の駅等における物資の備蓄や情報アクセスの強化など、

防災機能の強化を推進します。 

○継続 

・ 災害・緊急時における緊急輸送路※の整備に重点的に取り組むとともに、

代替機能をもつ道路の整備を推進します。 

・ 災害・緊急時において、県のホームページを活用して、高規格幹線道路、

国、県道の交通規制や道路映像の情報を提供します。 

 

将来像２ 

    交流の結節点“信州”を快適に 移動環境の形成 

       ～ 県内各地を円滑に移動できる交通ネットワークを実現します ～ 

 

施策の方向１ 県内各都市をつなぐ公共交通ネットワークの強化 

［鉄道］ 

鉄道は、通勤・通学・通院など日常生活に欠かすことができない交通手段であ

ると同時に、全国につながる交通網の一部として観光やビジネスでも重要な役割

を果たし、地域公共交通の基幹となっています。 
特に、北陸新幹線・リニア中央新幹線の整備により、全国の各地域との時間距

離が大幅に短縮される中で、このメリットを県内に広くいきわたせるため、大量

輸送性、定時性、速達性という特徴を持つ地域幹線鉄道を新幹線と一元的に捉え、

充実していきます。 
一方、県内の鉄道利用者は減少が続き、特に地域鉄道事業者の経営は厳しく、

施設・設備の老朽化が著しい中で、安全運行に必要な投資も自力では進まない状

況にあることから、沿線地域と一体となって積極的に支援していきます。 
 

緊急輸送路※ ／災害時等に防災拠点や市町村役

場を連絡する輸送路として、長野県地域防災計画

に位置付けられている道路 
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［高速バス］ 

県内を運行する高速バスは、鉄道とともに広域移動に欠かすことができない交

通手段であり、観光やビジネスにおいて重要な役割を果たすとともに、通勤・通

学などの生活交通として利用されていることからも、利用しやすい環境づくりと

必要な路線の確保を図ります。 

［交通機関の連携］ 

県内各地へ円滑に移動できるよう、基幹となる鉄道・高速バス等のネットワー

クと地域交通ネットワークとの体系的な接続を確保するなど、交通機関を利用し

た移動環境の充実を図ります。 
 

■ 鉄道網の確保と機能強化 

○新規・拡充 

  ・ 県内地域間や県内と近隣都県を結ぶ幹線鉄道である中央本線や篠ノ井

線については、高速化による利便性の向上や新型車両の導入による快適

性の向上に加え、北陸新幹線・リニア中央新幹線とのスムーズな接続を

ＪＲに働きかけます。 

・ 平成 26 年度にＪＲ東日本からしなの鉄道に経営移管される長野以北並

行在来線については、沿線市町及び沿線地域とともに、地域社会・経済

の発展に不可欠な社会基盤として維持・存続を図ります。 

・ 鉄道事業者だけでなく、沿線の市町村、住民、関係団体・事業者等が

協力して利用促進に取り組み、特に、利用者の少ない飯山線、小海線、

大糸線、飯田線等では、観光キャンペーンの実施や観光列車の導入、鉄

道そのものを観光資源としてとらえる取組等を積極的に展開し、沿線住

民以外の利用を増やし、存続を維持します。 

・ 地域鉄道に対しては、国の支援制度を活用しつつ、市町村とも協力し、

鉄道事業者の設備投資等に対する支援を拡充し、鉄道ネットワークを維

持します。 
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・ 高齢者や障害者をはじめ外国人など誰もが利用しやすいよう、駅舎への

エレベーターの設置や案内誘導の充実などバリアフリー化やユニバーサ

ルデザイン化に向けた取組を支援します。 

○継続 

・ 接続の改善や運行本数の増加、新駅の設置等による利便性の向上を促進

します。 

 
■ 高速バス路線の確保と充実 

○新規・拡充 

  ・ 新幹線駅や空港等の交通拠点、観光地や鉄道空白地帯へのアクセス手

段としての高速バス運行を促進するなど、高速バス路線の確保・充実と

利便性の向上を図ります。 

 ○継続 

・ パークアンドバスライドなどの結節点機能の強化を促進するとともに、

鉄道とバスとの相互接続の円滑化を働きかけます。 

 

施策の方向２2 観光地の魅力を活かす交通ネットワークの構築 

長野県は豊富な観光資源や大都市圏に近い地理的条件を有し、国内外から多くの

観光客を迎え入れています。更なる観光誘客を図るため、空港や鉄道駅などの交通

拠点から観光地への交通アクセス機能の充実を図ります。 
また、観光地を快適に周遊できる移動手段の確保や案内機能の充実を図ります。 

 
 

 

地域鉄道の維持と安全性向上 

地域鉄道の維持・確保、定時・安定運行の確保 

安全性の確保・向上 

設備の高規格化 

踏切設備改良 

新技術の導入

ATS※の設置 

路盤の強化、ﾚｰ

ﾙ・ﾏｸﾗｷﾞ等更新 

県・市町村の支援（国と協調して補助） 

大規模修繕等 

ＡＴＳ※ ／自動列車停止装置。衝突防止などのため、列

車のブレーキを自動的に動作させて停止させるなど、衝

突や脱線などの事故を防ぐ装置 
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■ 観光地へのアクセス性の確保や周遊性の向上 

○新規・拡充 

・ 主要鉄道駅を拠点として、観光地を周遊することができる観光バスや路

線バスの運行を促進するなど、観光客が移動する際の利便性向上を図りま

す。 
・ 信州まつもと空港を利用した外国からの観光客の誘客を図るとともに、

主要国際空港や首都圏等と県内観光地を結び、県内を周遊することができ

る観光バス運行を促進するなど、外国人観光客が移動する際の利便性向上

を図ります。 
・ 県内を運行する鉄道への乗車を目的とした観光需要の拡大を図るととも

に、観光地や景勝地を快適に移動できる観光列車等の導入を働きかけます。 
・ 県外観光客などが安心して県内観光地を移動することできるよう、定額

制タクシーの導入を働きかけます。 
      ・   空港や鉄道駅等における案内標識の整備、発着時刻や乗り継ぎ等の総合

的な情報発信、更には、多言語による情報発信など、交通事業者等ととも

に、観光客が県内を円滑に移動できるよう案内機能の強化を図ります。 
・ 山岳観光地へのアクセス道路や観光地を周遊する道路など、主に観光を

目的として利用される道路について、維持管理費用と財源確保のあり方に

ついて研究します。 

     ○継続 

           ・   鉄道駅や高規格幹線道路インターチェンジへのアクセス道路の整備や、

県内観光の周遊性を高めるため、観光地間を結ぶ道路の整備に取り組みま

す。 

・ 道路の沿線が持つ自然的な景観など観光資源としての魅力を高めるとと

もに、誘客の促進を図るため、広域周遊観光の視点を意識した道路の整備

に取り組みます。 
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（サービスの向上） 

・鉄道との乗り継ぎが便利な運行ダイヤ 

・多言語による案内など、外国人旅行者が利用しやすい環境 

・ＩＴなどにより時刻表、運行経路、運行情報を統合して提供

高速バス・観光バス路線の確保と拡充 
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施策の方向３ 産業と物流を支える交通ネットワークの充実 

長野県においては、産業を支える物流の多くが自動車貨物輸送に依存しているこ

とから、県内の産業拠点と大都市圏や近隣県とを結ぶ道路の整備や高速交通網への

アクセス道路の整備を進めます。 
また、物流の安全性・効率性の向上や物流における温室効果ガス排出量の削減を

図ります。 

 
■ 円滑で環境負荷の少ない物流の確保 

○新規・拡充 

・ 貨物自動車輸送におけるハイブリッド車両、アイドリングストップ装置

の導入を支援するとともに、物流の効率化を働きかけることにより、物

流における温室効果ガス排出量の抑制を図ります。 
○継続 

・ 県内産業の振興を図るため、物流のボトルネック※となっている箇所の

改善を進めるとともに、愛知県、静岡県、新潟県等の港湾とを結ぶ高規

格幹線道路等の整備に取り組みます。 
・ 県内の工業団地や農林畜産物産地等からの円滑な輸送を確保するため、

高規格幹線道路のインターチェンジ等へのアクセス道路の整備に取り組

みます。 
・ 貨物自動車への衝突被害軽減ブレーキの導入を支援するなど、物流にお

ける安全の確保を図ります。 
・ 貨物自動車輸送から最も環境負荷が少ない輸送機関である鉄道貨物輸送

への転換（モーダルシフト）を働きかけます。 
 

施策の方向４ 県内各地をつなぐ道路ネットワークの強化 

長野県における自動車交通は人の交流や物流に大きな役割を担っていることから、

県内産業や県民生活を支えるため、地域道路網の計画的な整備を進め、県民生活に

不可欠な地域間の連携を図る道路の整備や、高速交通網へのアクセス機能の強化に

取り組みます。 

 
■ 地域の生活をつなぐ道路ネットワークの整備 

○新規・拡充 

・ 道路施設等の耐震機能の強化や、道路施設等の長寿命化計画を策定し、

効率的で計画的な修繕を推進します。 

○継続 

・ 県土の骨格を支える国道 18 号、19 号、20 号、153 号、158 号等の主要

な国道の整備を促進するとともに、木曽川右岸道路などのそれらを補完 

 物流のボトルネック※ ／道路の車線減少などにより発

生する渋滞などが、円滑な物流の妨げとなること。 
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する道路の整備を推進します。 

・ 生活圏相互の交流・連携強化を図るため、信州まつもと空港のある松本

地域と新幹線駅のある上田・佐久地域などを連絡する道路の機能強化に

取り組みます。 

・ 県内主要都市の放射・環状道路の整備を推進し、交通渋滞の緩和や周辺

地域とのアクセス性の向上に取り組みます。 
 

将来像３ 

    東日本と西日本、太平洋と日本海を結び海外へと 

「本州中央部広域交流圏（仮称）」の構築 

     ～ 高速交通網を最大限に活かした交流の拡大を実現します ～ 

 

施策の方向１ リニア中央新幹線を基軸とした交通ネットワークの構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リニア中央新幹線は、陸上交通として世界最速のスピードと大量輸送能力を併せ

持っており、その開業によって、長野県と首都圏、中京圏が、また将来的には、近

畿圏が短時間で結ばれ、産業振興や交流人口の拡大などを通じた、地域の活性化が

期待できます。 
また、既存交通網に新たにリニア中央新幹線が加わることで、移動手段の選択肢

が増え、目的、時間、経費等に応じた移動が可能となります。 
更には、目的地での滞在時間の増加、広域観光の実現、通勤圏の拡大、企業進出

による雇用の拡大、二地域居住のような新たなライフスタイルの確立など、様々な 
影響をもたらすと考えられます。 

 

開    業 
東京～名古屋開業 平成 39 年（2027 年） 

名古屋～大阪開業 平成 57 年（2045 年） 

全    長 
東京～名古屋間 約 286 ㎞（内 県内約 50 ㎞） 

東京～大阪間  約 438 ㎞ 

最高設計速度 505 ㎞／ｈ 

車  両  数 16 両編成（１編成 約 1,000 人乗車） 

運 行 本 数 

東京～名古屋間 １時間５本（片道） 

 （うち 各駅タイプ １時間１本） 

東京～大阪間  １時間８本（片道） 

所 要 時 間 
東京～名古屋間 40 分（速達タイプ） 

東京～大阪間  67 分（速達タイプ） 

資料：県企画部交通政策課作成（国土交通省交通政策審議会答申、４項目調査報告書のデータより） 

リニア中央新幹線の概要 
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このようなリニア中央新幹線の整備効果を、広く県内に波及させるため、アクセ

ス道路の整備や在来線の利便性向上など、関連交通網の整備に取り組みます。また、

地域によっては、県内リニア駅（注）に加えて、山梨県駅や岐阜県駅の利用も見込

まれることから、そのアクセス機能の強化に取り組みます。 
なお、記載内容については、その実現に向け、今後、関係機関において、適切に役

割を分担するものとします。 

注：リニア中央新幹線の県内に設置される駅の名称は未定であるため、ここでは「県内

リニア駅」と表記します。同様に山梨県、岐阜県に設置される駅は「山梨県駅」、「岐

阜県駅」とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リニア開業による効果 

首都圏、中京圏との 

移動時間が短縮 

県内リニア駅⇒品  川 45 分 
県内リニア駅⇒名古屋 27 分 
 
※ 移動時間は、県推計による 

・移動手段の選択肢の拡大 

・目的地での滞在時間の増加 

・通勤圏の拡大 

・企業進出による雇用拡大 

・二地域居住の実現 

交流人口の拡大 

・産業の振興 

・リニア駅を拠点とした広域観光 

・地域の活性化 

★県内リニア駅の１日当たりの乗降人員は約６,８００人！ 

★県内を発着するリニアの時間短縮便益は年間約１１０億円！ 

 
県内リニア駅の乗降者数は、１日当たり約６,８００人と見込まれます。これは、国土

交通省が公表している「全国幹線旅客純流動調査（平成１７年）」を基に、新幹線開業後

の人の流れを加味して推計したものです。 
また、リニア中央新幹線を利用して県内と県外を行き来する場合の時間短縮便益は、

年間約１１０億円と見込まれます。これは、リニア中央新幹線によって短縮される時間

を、国が示す手法に準拠して貨幣価値に換算したものです。 
１日当たりの乗降人員及び時間短縮便益は、共に簡便な方法で求めているため、あく

までも参考値です。 
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■ 県内リニア駅と道路網とのアクセス機能の確保 

○新規・拡充 

・ 多くの県民が県内リニア駅を利用できるよう、また県外からの観光客・

ビジネス客等が県内を広く移動できるよう、県内リニア駅と道路網との

良好なアクセス機能を確保します。 

・ 広域的な移動の際には、中央自動車道を利用する場合が多いと見込まれ

るため、スマートインターチェンジの設置など、県内リニア駅と中央自

動車道とのアクセス性を向上させます。 

・  飯田・下伊那地域及び上伊那地域においては、県内リニア駅とのアクセ

スに一般道を利用する場合も多いと見込まれることから、国道１５３号

など地域の道路ネットワークの整備に取り組みます。 

・  自家用車による県内リニア駅利用者のために、パークアンドライド用の

十分な規模の駐車場を駅周辺に整備します。 

・  県内リニア駅と県内主要都市や観光地等とのアクセス確保のために、高

速バス路線開設に取り組みます。 

・  県内リニア駅と近隣地域とを結ぶバス路線開設に取り組みます。 

・  リニア中央新幹線と高速バス・路線バスとの乗り換えの利便性確保のた

め、県内リニア駅周辺にバスターミナルを設置します。 

・  三遠南信自動車道を利用した愛知県や静岡県からの県内リニア駅での乗

降の誘発など、県内リニア駅の県外への駅勢圏※拡大をめざします。 

 

■ 県内リニア駅と鉄道とのアクセス機能の確保 

○新規・拡充 

・ 鉄道利用者の利便性を高めるため、県内リニア駅とＪＲ飯田線との結節

を確保し、円滑な乗り継ぎを実現します。 

・ リニア中央新幹線のアクセス路線であるＪＲ飯田線の利便性向上、高速

化、快適性の確保に取り組みます。 

・ ＪＲ飯田線の維持や路線の活性化を図るため、地域と交通事業者が一体

となった利用促進に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・スマートインターチェンジの設置 

・地域道路ネットワークの整備 

・駅周辺駐車場の整備 

・バス路線の開設 

・バスターミナルの設置 

・三遠南信自動車道による県外からの利用 

・ＪＲ飯田線との結節、利便性向上 

道路網・鉄道との 

アクセス改善 

県内リニア駅とのアクセス 

駅勢圏※ ／鉄道駅を中心としてその駅を利用する人が

存在する範囲 
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中央自動車道

インターチェンジ

飯田線

中央新幹線

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

■ 山梨県駅・岐阜県駅とのアクセス機能の確保 

○新規・拡充 

・ 本県では、リニア中央新幹線に設置

される４つの中間駅のうち、３つの中

間駅（県内リニア駅・山梨県駅・岐阜

県駅）の利用が見込まれることから、

県外のリニア駅を起点にした県内各

地への広域的なアクセスの確保や周

遊ルートの設定に取り組みます。 

・ 山梨県駅と諏訪・松本方面、あるい

は岐阜県駅と木曽・松本方面との鉄道

利用による円滑な移動を実現するた

め、ＪＲ中央本線の利便性向上、高速

化、快適性の確保に取り組みます。 

・ 山梨県駅と諏訪・松本方面との良好

なアクセスを確保するため、高速バス

路線の開設に取り組みます。 

・ 山梨県駅・岐阜県駅との自動車によるアクセス性の確保に取り組みます。 

・ 山梨県駅・岐阜県駅の利用に当り、今後生じると見込まれる県域を越え

た交通面での課題の解消に向け、山梨県・岐阜県との連携を深めます。 

 

 

 

 

【県内駅とのアクセスのイメージ】 

【リニア駅へのアクセス】 
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■ 魅力ある駅空間の創造 

○新規・拡充 

・  県内リニア駅が、「南の玄関口」

としてふさわしい特色、魅力等を備

えたものとなるよう、駅機能、駅舎

デザイン等について、交通事業者と

十分な協議・検討を行います。 

・ バス・タクシー発着スペースの確

保、リニア中央新幹線とＪＲ飯田線

との円滑な乗り継ぎの実現等によ

り、２次交通の利便性向上を図り、

県内リニア駅に広域交通の核とな

る機能を持たせるとともに、地域振

興や観光の拠点としての活用も推

進します。 

・ 県内リニア駅の名称は、地域の存在や魅力を全国に知らしめる有効な手

段となることから、その決定に際しては、交通事業者と十分な協議・検

討を行います。 

 

施策の方向２ 北陸新幹線の延伸を活かす交通ネットワークの強化 

北陸新幹線は平成 26 年度に金沢まで、さらには敦賀まで開通し、北陸各県との所

要時間は大幅に短縮されて交流人口の増加が期待されます。県内では、平成 26 年度

に新幹線飯山駅が開業し、地域活性化の拠点としての役割が期待されます。敦賀開

業時には暫定的に FGT(フリーゲージトレイン) ※で大阪まで結ばれることとなりま

すが、フル規格による早期全通に向けて取り組みます。 
北陸新幹線の整備効果を最大限生かして地域の活性化を図るためには、新幹線各

駅と県内主要都市や観光地を結ぶ交通網の整備を推進し、アクセス性の向上を図り

ます。 
 

■ 北陸新幹線の整備促進 

○継続 

・ 北陸新幹線の平成 26 年度（2014 年度）の金沢延伸開業を着実に進める

とともに、敦賀延伸開業に向けて、沿線関係都府県とともに整備を促進

します。 

・ 敦賀開業時には暫定的にＦＧＴ(フリーゲージトレイン)で大阪まで結ば

れることとなりますが、フル規格による大阪までの早期全通に向けて取

り組みます。 

 

 

【駅及び駅周辺のイメージ】 

 資料：国土交通省交通政策審議会 

ＦＧＴ（フリーゲージトレイン）※ ／新幹線と在来線を

直通運転することができるよう、車両の車輪幅を軌間（ゲ

ージ）にあわせて自動的に変換する電車 
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■ 北陸新幹線駅の拠点化 

○新規・拡充 

・ 新幹線各駅の観光・地域振興の拠点としての機能強化や、首都圏及び北

陸圏等との経済交流の活性化を図ることなどにより、新幹線列車本数の

増加及び県内駅への十分な停車本数の確保に取り組みます。 

・ 鉄道や路線バス等の公共交通機関のほか、貸切バスや乗合タクシー等を 

弾力的に運行することにより、駅のハブ機能※を強化します。 

・ 北陸新幹線の効果を県全体の観光・地域振興につなげるため、新幹線と

高規格幹線道路との結節性を活かすなど、県内各地から北陸新幹線への

アクセス改善について検討を進めます。 

・ 案内板や観光案内所の充実、ＩＣＴ（情報通信技術）※の導入等により

駅の観光拠点機能を強化します。 

・ 東海道新幹線、リニア中央新幹線と相まって、首都圏・北陸圏・関西圏・

中京圏を結ぶ大規模な周回型の観光流動の発生が予想されることから、

これを見据えて、新幹線各駅や県内主要駅を起点にした県内各地への周

遊ルートの設定を促進します。 

○継続 

・ 上信越自動車道や中部横断自動車道などの高規格幹線道路や地域高規格

道路松本糸魚川連絡道路、国道 18 号、国道 403 号など主要な交通を担う

国県道の整備に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
区  間 現  在 全通後（速達型） 短縮時間 

長野・富山 ２時間４６分 ５０分 ▲１時間５６分

長野・金沢 ３時間２４分 １時間 ９分 ▲２時間１５分

長野・福井 ４時間２０分 １時間３５分 ▲２時間４４分

長野・新大阪 ３時間５３分 ２時間 ８分 ▲１時間４５分

資料：「収支採算性及び投資効果に関する詳細資料」（国土交通省） 

北陸新幹線所要時間の変化 

北陸新幹線駅の拠点化 

北陸新幹線駅の拠点化 

・十分な停車本数の確保 

・ハブ機能の強化 

・アクセスの改善 

・観光拠点機能の強化 

・県内各地への周遊ルートの設定 

ハブ機能※ ／周辺各地へ移動できる様々な交通機関が

集中する中心拠点機能 
ＩＣＴ（情報通信技術）※ ／情報や通信に関する技術の

総称 
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【駅及び駅周辺のイメージ】 



- 43 - 
 

 
 

施策の方向３ 信州まつもと空港の機能強化 

県内唯一の空の玄関口として、国内定期便については、複便化や新たな就航先を

開拓するとともに、国際便の運航を拡大し、空港の国際化に向けた機能強化を図り

ます。また、高規格幹線道路の整備等とあわせ、空港を中核とした広域交流のネッ

トワークの拡大を目指します。 

 
■ 国内線の充実と空港の機能強化 

○新規・拡充 

・ 国内定期便について、１日２往復以上運航する複便化、国内主要都市や

主要国際空港と結ぶ新規路線の開設を働きかけるなど、国内路線の拡充

を図ります。 

・ 国内チャーター便の運航を一層促進し、定期便の就航可能性が高い路線

については、定期路線の開設を働きかけます。 

・ 就航先とも連携した空港の利用促進を図るとともに、現行運用時間の延

長など、空港の機能を強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信州まつもと空港の充実 
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○継続 

・ 利用者ニーズに対応した旅行商品の造成・販売への支援などにより、利

用促進を戦略的に推進します。 
・ 空港へのアクセス機能の強化、県内全域はもとより山梨県、岐阜県等も 

含めた広域的な利用拡大を図ります。 
 

 ■ 国際便の運航と空港の国際化の推進 

○新規・拡充 

・ 東アジア等との国際チャーター便の運航を一層促進し、定期便の就航可

能性が高い路線については、国際定期路線の開設を働きかけます。 

・ 国際路線の開設に対応した搭乗・到着口の整備など空港の国際化に向け

た取組を促進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 空港の安全性確保 

○継続 

・ 空港の安全性を確保するため、滑走路をはじめとした施設や各種設備に

ついて、適切に維持管理するとともに、計画的な更新を図ります。 

 

施策の方向４ 規格の高い道路ネットワーク等の強化 

長野県は本州の中央部に位置し、古くから人の交流や物流の要所となっています。

この特性を活かし、県外地域との交流拡大や物流の効率化を図るため、高規格幹線

道路等の整備や、これらのアクセス機能を向上させる道路の整備に取り組みます。 
 
 
 
 

【第１段階】（Ｈ25～） 
・国際チャーター便の増加（H23 年度実績８便） 
・国際プログラムチャーター便※の就航 

【第２段階】 

・国際定期便就航に向けた需要等調査の実施 
・国際定期便就航に向けて関係機関と協議 

【第３段階】 

・信州まつもと空港へ国際定期便の就航 
【第４段階】 

・複数海外空港との間で国際定期便の運航 

信州まつもと空港の国際化に向けた工程表 

国際プログラムチャーター便※ ／海外と国内との間を

複数回連続して運航されるチャーター便 
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■ 規格の高い道路ネットワークの整備 

○継続 

・ 中部横断自動車道、中部縦貫自動車道、三遠南信自動車道などの高規格

幹線道路の整備を促進するとともに、地域高規格道路である松本糸魚川

連絡道路や、三遠南信自動車道と一体となり機能する国道 153 号等の整

備に取り組みます。 

・ 輸送力や安全性の向上を図るため、上信越自動車道（信濃町インターチ

ェンジ以北）の４車線化を促進します。 

・ 高規格道路網と鉄道や空港などの主要交通機関との効率的・効果的な接

続を図るため、アクセス道路の整備を推進します。 

 

施策の方向５ 「本州中央部広域交流圏（仮称）」の実現 

長野県内を行き来する二つの新幹線により、東日本と西日本とを結ぶ周回型のネ

ットワークが形成します。また、道路網の整備により、太平洋と日本海を結ぶ多重

的なネットワークも形成されます。これらの高速交通ネットワークを最大限に活用

することにより、本県を中心として、本州中央部に大規模な流動を創出し広域的な

交流圏の構築を目指します。 
人口減少社会が到来する中、本県における製造業の集積や豊富な観光資源などの

強みを発揮することと併せ、本県を中心とした広域的な流動を創出することにより、

県内への移住や交流人口の拡大を目指します。 
なお、記載内容については、今後、実現に向けた研究の場を設け、取組の方向性

を明確にするものとします。    
 

■ 大規模な流動の創出と広域交流圏の形成 

○新規・拡充 

・ 南信地域における内陸型産業拠点の整備などを視野に入れ、リニア中央

新幹線、中央自動車道と三遠南信自動車道、更には東海道新幹線や東名

高速道路、新東名高速道等も活用した大規模な流動の創出を図ります。 

・ 国際的なスノーリゾート拠点の整備などを進め、北陸新幹線をはじめ上

信越自動車道、松本糸魚川連絡道路等を活用した大規模な流動の創出を

図ります。 
・ リニア中央新幹線の駅が設置される南信地域を中心とした流動と北陸新

幹線が通る東信・北信地域の流動とを結びつけるとともに、信州まつも

と空港のある中信地域への流動を拡大するため、関係する道路網の整備

と併せ、中央本線、篠ノ井線や飯田線などの鉄道網を利用した南北間移

動の利便性向上を図ります。 
・ 高速交通ネットワークの整備に伴い発生する太平洋・日本海沿いの大規

模な流動の内陸化を図るため、県境を越えたバス路線の開設など、県内

と県外を結ぶ多様な移動の確保を図ります。 
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全国主要都市との所要時間 

単位：分 

 
※県内各都市の主要駅等を起点として、鉄道、バス、飛行機による全国各都市の主要駅等までの所要時間 
 
資料：県企画部交通政策課 

現状（平成 24 年）  

将来（北陸新幹線（長野～敦賀間）延伸後、リニア中央新幹線（東京～名古屋間）開業後） 

指標１：所要時間の短縮
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東京との所要時間 

名古屋との所要時間 

【 将 来 】

【 将 来 】

【 現状（平成 24 年） 】 

【 現状（平成 24 年） 】 

 
※市役所、町村役場を起点として、鉄道及びバスによる名古屋駅までの所要時間 
 
資料：県企画部交通政策課 

※市役所、町村役場を起点として、鉄道及びバスによる東京駅までの所要時間 
 
資料：県企画部交通政策課 

※北陸新幹線（長野～敦賀間）延伸後、 

リニア中央新幹線（東京～名古屋間）開業後 

※北陸新幹線（長野～敦賀間）延伸後、 

リニア中央新幹線（東京～名古屋間）開業後 
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【 将 来 】 １６都道府県 ２６都道府県

   長野駅を起点として、

鉄道、バス、飛行機に

より、各都道府県庁所

在地の主要駅まで概ね

３時間以内に到達でき

る都道府県 

【 将 来 】 １４都道府県 １８都道府県

日帰り交流圏（長野市）

日帰り交流圏（松本市）

   松本駅を起点として、

鉄道、バス、飛行機に

より、各都道府県庁所

在地の主要駅まで概ね

３時間以内に到達でき

る都道府県 

【 現状（平成 24 年） 】 

【 現状（平成 24 年） 】 

資料：県企画部交通政策課 

※北陸新幹線（長野～敦賀間）延伸後、 

リニア中央新幹線（東京～名古屋間）開業後 

資料：県企画部交通政策課 

※北陸新幹線（長野～敦賀間）延伸後、 

リニア中央新幹線（東京～名古屋間）開業後 

指標２：交流圏の拡大 



- 49 - 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 将 来 】６都道府県 ２５都道府県

日帰り交流圏（飯田市）

   飯田駅又はリニア県内駅を

起点として、鉄道、バス、

飛行機により、各都道府県

庁所在地の主要駅まで概ね

３時間以内に到達できる都

道府県 

【 現状（平成 24 年） 】 

資料：県企画部交通政策課 

※北陸新幹線（長野～敦賀間）延伸後、 

リニア中央新幹線（東京～名古屋間）開業後 
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これからの取組について 

 
多様な主体による協働と役割分担 
 

このビジョンが目標とする平成３９年（２０２７年）に向けては、リニア中央新幹線をは

じめとした高速交通網の整備、更には高速交通網の整備効果を活かした長野県づくりを進め

なければなりません。 

一方で、１５年後の将来においても、住み慣れた地域で生活して行くためには、日常生活

を営む上で欠くことのできない交通を、しっかりと維持・確保して行くことが何よりも求め

られます。 

そのためには、県として可能な限りの取組をスピード感を持って進めなければならないこ

とは当然ですが、県民をはじめ、多様な主体が地域の交通がおかれている危機的な現状を直

視し、危機感を共有した上で、総力を挙げて取り組む必要があると考えます。 

 

○ 行政の役割・取組 

県と市町村は、適切な役割分担と連携のもと、長野県の活力の維持・活性化や県民の安全・

安心な生活の確保に向けて、交通ネットワークの充実と公共交通の確保に取り組みます。 

 

＜県の役割・取組＞ 

・ 長野県の交通確保に関する方針を明らかにし、広域的・基幹的な交通の確保と公共交通の

活性化に関する施策に取り組みます。 

・ 全県的或いは広域的な観点から交通の維持・活性化が必要な場合には、関係者と十分に調

整を図り、主体的、主導的に取り組みます。 

・ 市町村や交通事業者等に対しては、情報交換の場を設けるなどの積極的な情報の提供や助

言を行なうとともに、必要な場合には、各市町村と交通事業者との調整を図ります。 

また、市町村や交通事業者等とともに、県全体への波及効果が見込まれる先進的な施策に

取り組みます。 

・ 県、市町村及び交通事業者等の取組を進める上で必要となる制度の改善等について、関係

機関へ働きかけます。 

 

＜市町村の役割・取組＞ 

・ 市町村内における地域交通の確保と公共交通の活性化について主体的な役割を担うととも

に、市町村を超えた地域交通の確保にあたっては、関係する他の市町村や県等との連携した

取組が求められます。 

・ 交通事業者、学校、地域住民など関係者と調整・連携し、地域交通を確保するための仕組

みづくりや計画の策定が求められます。 
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○ 交通事業者の役割・取組 

交通事業者には、安全な運行はもとより、必要かつ適切な交通サービスを提供するための継

続的な努力が求められます。 

 

・ 輸送の安全性を確保するとともに、利用者ニーズに応じた利便性の向上、利用を容易にす

るための情報の提供など、公共交通の利用拡大に向けた取組が求められます。 

・ 輸送サービスの提供にあたっては、公共交通機関としての役割を踏まえ、行政、地域住民、

地元企業や学校などと連携、協力した取組が求められます。 

 

○ 県民の役割・取組 

県民については、自動車利用の選択が、公共交通の衰退や地球環境への影響をもたらすこと、

さらには、このまま公共交通の衰退が続けば、将来的に自動車を運転できなくなった場合の移

動手段が無くなってしまうことを十分に理解し、節度有る自動車利用とともに自ら主体的に公

共交通を支える意識を持って自発的に行動することが期待されます。 

 

・ 自らの生活や地域を守るために、主体的に公共交通を支えるという意識や自分達の生活の

足は自分たちで確保するという意識の下、地域の交通のあり方の検討への積極的な参画が期

待されます。 

・ 地域の公共交通を継続的に支える具体的な取組として、公共交通の利用機会を増やすとと

もに、必要な経費を直接的・間接的に負担することが期待されます。 

 
 

国への提案 

 
  国に対しては、交通の確保に関する施策の基本方針や目標を明らかにし、適切に支援・

助言することを期待するものであり、次の事項の実現について提案します。 

 

○ 地方の実態を踏まえた支援制度の構築 

地方にあっては、地域交通の基幹となる鉄道や路線バスへの補助、コミュニティバスやデ 

マンド交通のみならず、福祉や教育など多様な目的による車両の運行、利用者への各種助成

制度の実施など、地域の実情に応じた移動手段の確保が図られています。また、高速バス等

が地域交通の基幹的な役割を担っている実態もあります。 

このような地方の多様な交通の実態を踏まえ、地方の創意工夫が活かされ、一体的かつ効

率的に地域交通の確保に取り組めるよう、各種支援制度を統合するなどした自由度が高く総

合的な支援制度の構築について提案します。 

 

○ 地域交通の確保に関する地方財政措置の充実 

地域交通の確保に要する地方自治体の財政負担は増加を続けています。加えて、少子高齢   

   化と人口減少が本格化する中にあっては、小規模な交通需要へ対応するため、タクシー事業 
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や過疎地有償輸送等の積極的な活用が必要となっています。地方における多様な交通確保の

実態を反映した、適切な地方財政措置について提案します。 

 

○ 地域交通の確保に向けた制度の改正 

長野県内にあっては、企業等により運賃収受を伴わない送迎用のバスが数多く運行されて

います。乗合バスが運行されていない交通空白地域等における交通サービスの確保にあたっ

ては、こうした送迎用バスでの住民の有償運送を認めるなど、地域の交通資源を活用した取

組が可能となるよう、制度の改正、運用の見直しを提案します。 

また、利用者の少ない鉄道駅のバリアフリー化を進めるにあたっては、地域の実態に即し

た柔軟な取組が可能となるよう、運用の見直しを提案します。 
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